
◆暑中の候
気温が３５度を超える日を猛暑日と名付けたのが2007年。そして今年からは、その暑さ以上

の４０度を超える日を酷暑日と名付けました。地球温暖化の早さを感じます。市議会議員の３

期目もあと１年となりました。いつもみなさまにご支援していただきありがとうございます。

◆議員１０年表彰を受けました
５月に全国市議会議長会から議員１０年の表彰を受けました。これも

ひとえにみなさまからのご支持があってのことと、改めてみなさまに厚

くお礼申し上げます。

◆２月定例市議会（２月26日～３月26日）
草津市は人口が増加していますが、それと共に高齢者も増えています。

要支援介護の実態、市民の福祉に携わる草津市社会福祉協議会の抱える問題点などについて、

市の対応、考え方などを質問しました。詳しくは別紙をご覧ください。

◆６月定例市議会（６月８日～６月29日）
市行政の一部に指定管理制度が利用されています。2003年の地方自治法の改正により、この

制度で民間企業が公共施設の管理・運営を行うことができるようになりました。この制度を適

切に行うためには、市のモニタリング、評価を正しく行うことが必要です。これについて市の

対応、考え方などを質問しました。詳しくは別紙をご覧ください。

◆山田まちづくりセンターが完成間近です

９月からの供用に向けて最終の仕上げ工事が進んでいます。 （写真は６月25日撮影）

（落ち着いた雰囲気の外観） （１階 交流サロン）
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◆令和８年２月定例会一般質問から◆

草津市は人口が増加していますが、その一方で高齢者も増えています。

要支援介護認定率も増加傾向にあります。在宅での介護を希望される人も

多く、近年では、老々介護で困っている人も多くおられます。

草津市地域福祉計画策定に関する市民アンケートで「みんなで地域社会

を支え合いながら、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるまちを実現

するためには、どのような施策を取り組む必要があるのか」という問いに、

「在宅福祉サービスの充実」が40%の回答でした。

草津市社会福祉協議会が、市からの受託業務である生活支援体制整備事

業を通じて取り組んでいる在宅サービスを届ける際、さまざまな問題があ

り、一例として駐車場の確保の問題があります。その対応には行政だけで

は限度があり、どうしても地域の協力が必要ですが、新聞にも大きく取り

上げられた「ピカッと草津」の地域の取組を取り上げ、高齢化社会におけ

る市の社会福祉事業に対する姿勢、考え方について質問しました。

Ａ．黒川健康福祉部長

要支援介護認定率の増加につきましては、令和8年1月末時点で65歳以上の

人口が31,716人で高齢化率が22.4%、要介護認定者が6,307人で要介護認定率

が19.9％となっております。

草津あんしんいきいきプラン第９期計画において令和22年までを試算して

おり、高齢者人口が38,920人で高齢化率が28.0%、要介護認定者が8,388人で

要介護認定率は21.6%となる見込みです。

団塊ジュニア世代が65歳になる令和22年まで高齢者人口、高齢化率、要介

護認定者数は増え続け、要介護認定率は令和17年の23.2％がピークの見込み

です。

Ａ．黒川健康福祉部長

老々介護の実態につきましては、平成12年の国勢調査において、高齢者を

含む世帯のうち、高齢者夫婦のみの世帯は、2,213世帯、24.1％であったもの

が、令和2年には、6,509世帯、34.3％と、この20年間で約4,300世帯、約10ポ

イント増加しております。

老々介護においては、介護者自身も高齢であるため、要介護者の移動や入

浴介助などの身体的負担が大きく、介護疲れからの介護放棄や虐待のケース

に発展することや、介護者自身の心身の不調から、介護者、被介護者共に入

院や施設入所を余儀なくされるケースもあります。

Ｑ 要支援介護認定率の増加の状況について

Ｑ 老々介護の実態について
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Ａ．黒川健康福祉部長

市民が望む場所で人生の最期を迎えたいという希望を叶えるために必要な

ことにつきましては、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の

最期まで続けることができるよう、在宅医療を担う訪問診療医のネットワー

ク構築、高齢者の在宅療養を支える、医療関係者と介護関係者の連携による

切れ目ないサービス提供体制の構築など、在宅医療介護連携推進事業を進め

ております。

また、市民が人生の最期を希望する場所

で自分らしい生活を続けることができるよ

う、かかりつけ医等の普及啓発や、草津市

版エンディングノートを活用して、本人だ

けでなく家族や支援者と共に人生の最期を

どこで迎えたいかを含め、自分らしい生き

方について繰り返し話し合うアドバンス・

ケア・プランニング（ACP）の普及啓発を
行ってまいります。

Ａ．板垣健康福祉部理事

啓発につきましては、市が実施主体である生活支援体制整備事業を推進す

るなかで、医療、介護、行政、地域の関係者が集う「学区の医療福祉を考え

る会議」などを通じて、それぞれの地域の現状や課題を踏まえた地域の主体

性を尊重した支え合いの仕組みづくりを進めているところであり、地域によ

り抱える課題やその優先度、取組方法が異なることから、それぞれの地域の

Ｑ 意識調査の人生の最期を迎えたい場所について
令和４年度滋賀の医療福祉に関する県民意識調査によると、人生最期のお

迎えにおいて、自宅が４割以上の一位となっている。このような市民の希望

を叶えるためには、どのようなことが必要と考えているか、問う。

Ｑ 啓発について
草津市地域福祉計画策定に関する市民アンケートには、みんなで地域社会

を支え合いながら、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるまちを実現す

るためには、在宅福祉サービスの充実が４０％と一番必要とされている。

そこで、令和７年12月28日の読売新聞社会面において草津市社会福祉協議

会が市からの受託業務である生活支援体制整備事業を通じて取り組んでいる

在宅サービスを届ける際の駐車場の確保問題から、住民が主体的に関わる画

期的な取組として「ピカッと草津」について、今後の広がりが期待されると

紹介された。また、大阪府や東京都などでは行政が主体となった事業として、

駐車場の借り上げ等を実施し、積極的な広報啓発を行うことで、住民の理解

促進参加拡大につなげている。

こうした他自治体の取組をも参考に本市においても、このような地域住民

が生活上の困りごとを「自分ごと」として捉え、主体的に関わっていただく

ためには、行政としての積極的な情報発信と啓発が必要ではないかと考える。

そこで、草津市として、このような取組について、今後どのように住民へ

情報を届け、取組の広がりにつなげていくのか、問う。

アドバンス・ケア・プランニング

（ACP）とは
「人生会議」とも称され、人生の最

終段階、もしものときのために、望

む医療やケアなどについて本人、家

族などの身近な人、医療従事者など

が事前に繰り返し話し合い共有する

取組のこと。



- 3 -

実情に応じた周知や説明の機会を設けることにより、地域住民が地域課題を

「自分ごと」として捉えて活動していただけるよう取り組んでおります。

具体的には、「学区の医療福祉を考える会議」をはじめとした地域の様々な

会議の場での意見交換、周知用チラシの作成と配布、学区別の広報紙への掲

載等を、地域とともに実施しております。

Ａ．板垣健康福祉部理事

さらなる連携の強化につきましては、「人と人のつながり」による地域力の

向上を基本理念とする第５期草津市地域福祉計画に基づき、各取組を着実に

推進するなかで、中間支援組織であり地域福祉推進の中核を担う草津市社会

福祉協議会をはじめ、地域住民、地域団体、関係機関や専門職および市がそ

れぞれの役割を担いながら連携を一層進めるとともに、「ピカッと草津」など

優良事例を広く共有し、市全体の地域力の向上につなげてまいります。

Ａ．板垣健康福祉部理事

他の学区に対しての啓発のあり方については、生活支援体制整備事業の枠

組みの中で、この「ピカッと草津」の取組を市社協に行っていただいており

ます。この生活支援体制整備事業は、介護保険法に基づき市町村が中心とな

って実施しており、本市では社会福祉協議会に委託しております。

制度の考え方としては、小学校区ごとにコーディネーターと協議会を置き、

地域における支え合いの体制づくり、高齢者の社会参加による介護予防を一

Ｑ 一歩進めた取組について
「ピカッと草津」は新聞でも取り上げているように訪問ケアにおける環境

改善を通じて、住民利用の向上に寄与する地域貢献型の先進的なモデルである。

行政対応のみでは限界がある分野において、地域と専門職が連携しながら問

題解決を図る取組として高く評価されている。

私の地元である山田学区を初め、１学区あたり３年間という長きにわたり,

市社会福祉協議会の生活支援コーディネーターの働きかけにより、老上学区、

笠縫東学区、矢倉学区、志津南学区に広がっていると伺っている。こうした

継続的な取組は、地域の方々と市社協の協力の賜物と思っている。

今後、ますます高齢化が進む中で、介護事業を始め、社会福祉事業は欠く

このとできないものであり、社会福祉協議会との連携の強化を含めて、市行

政として さらに一歩進めた取組が必要ではないかと考えるが、市としての

考えを問う。

Ｑ 「ピカッと草津」の他地域への取組支援について
「ピカッと草津」の取組については、去る３月６日の京都新聞の滋賀版に

おいて、「苦労を知った住民意識変化」またもう一面には「訪問介護駐車場住

民協力で確保」という「草津モデル」として大きな見出しで取組を取り上げ

ていた。私はこれを見て、草津市民の素晴らしい取組に感動し、誇りに思う

と同時に、これで草津市全域に広がるのではないかと思った。

そこでお聞きするが、現在では６学区での取組と伺っているが、他の学区

においてもお困りの所があり、これら学区等への確認や啓発等は必要ではな

いかと思うが、市としての考えを問う。
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体的に推進するものです。

本市では、学区の「医療福祉を考える会」という地域の協議体を使い地域

住民と関係機関等のネットワークを構成しながら地域それぞれの課題の解決

に向けて取組を進めているところです。そのことから、他の学区に対する周

知啓発のあり方に関しては、それぞれの関係者が集い、学区の医療福祉を考

える会などを通じた地域それぞれの意見交換の場や周知の仕組みなどをしっ

かりと活用しながら、より多くの方に知っていただける取組を進めてまいり

たいと思います。

横江議員の発言
今現在、取り組みを進めていると思うが、このように大きく新聞に取

り上げている中で、私自身として、全くと言っていいほど市の顔が見

えないと思う。

Ａ．板垣健康福祉部理事

草津市社会福祉協議会の人員体制につきまして、現在、市社会福祉協議会

には、会長・常務理事のほか、社会福祉士や精神保健福祉士などの専門性の

高い職員が半数以上在籍し、地域社会の福祉課題の解決に取り組んでおりま

す。また、綿密な連携を取れるよう、本市からも職員１名を派遣しており、

現状、市社会福祉協議会の人員体制は整っているものと認識しておりますが、

今後も市社会福祉協議会がその役割を果たせるよう、引き続き連携を図って

まいります。

Ａ．黒川健康福祉部長

「いきいき百歳体操」につきましては、高齢者の自主的な介護予防活動が

Ｑ 取組の支援について
草津市は健幸都市を宣言されており、現在、地域において健幸なまちの一

環として、人生１００歳を目指すことから、「いきいき百歳体操」が盛んにさ

れている。また、高齢者に対する生きがいを持つとして、「地域サロン」の展

開をされている。私自身も高齢者の一員として、このような取組に参加して

いきたいと思っている。

また、現在、政府統計によると高齢者の６人に１人が認知症と言われている。

認知症は体を動かし、人と話し、何らかの関わりを持つことが必要だとお聞

きする。このようなことにおいても、いきいき百歳体操や地域サロン等を行

う取組は大変重要なことと思うが、健幸都市を宣言している市として、今後、

これらの取組に対して、どのように支援等を考えているのか、問う。

Ｑ 社会福祉協議会の体制について
地域づくりの取組は、単に取り組むだけでなく、継続し、更に他の学区へ

広げるということで、初めて市全体の福祉力の向上につながり、そのために

も専門職による伴走支援が必要であり、関係者のみならず、市民や地域の理

解と協力を得ていくための相互の努力等の体制が求められていると考える。

そこで、現在において、社会福祉事業の一端を担っている社会福祉協議会

として、今後、福祉力の向上を図る上において、現在の人員体制で十分と考

えているのかを問う。
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地域の中で促進されるよう、いきいき百歳体操交流会や医療専門職の出前講

座の派遣による活動継続支援、新規活動団体への立ち上げ支援を行い、現在、

市内で１２９団体、２，２６６人が活動されております。

併せて、新たに取り組む高齢者が増えるよう、広報くさつや集団健診等の

機会を活用し、周知・啓発を図ってまいります。

このほか、「草津歯(し)口からこんにちは体操」もしておりますし、また、

高齢者のフレイル予防の正しい知識の普及啓発のために、地域の活動団体を

対象に理学療法士や管理栄養士などの専門職によるフレイル関係の出前講座

も実施しております。また、介護予防事業として、プール介護予防教室やeス
ポーツ事業も行っているところです。

また、「地域サロン」につきましては、社会参加が困難になった高齢者や閉

じこもりがちな高齢者が、身近な場所で気軽に集い、地域の人同士のつなが

りを深める自主活動の場として、平成１４年度から取り組んでいる事業で、

現在、１５５団体、２，５１７人が活動されております。

草津市社会福祉協議会を通して活動団体に対する活動費の助成を行ってお

り、市社会福祉協議会においては、立ち上げ支援や運営相談、サロン交流会

などを実施し、継続した取組となるよう支援しているところです。

今後も、様々な取組を通して、高齢者の社会参加をすすめ、地域住民のつ

ながりを深めていただけるよう、引き続き支援してまいります。

Ａ．黒川健康福祉部長

老々介護における介護者のケアにつきましては、医療・福祉・介護の専門

職による「家族介護教室」を開催し、介護に関する知識や技術の取得を支援

するとともに、家族介護者が気軽に相談できる場として「家族介護なんでも

相談会」を開催し、相談体制の充実を図っているところです。

さらには、担当ケアマネジャーによるモニタリング訪問や、地域包括支援

センターへ寄せられる相談において、介護者の負担が軽減できるよう、デイ

サービスや訪問介護、ショートステイなどの介護サービスの調整や介護者の

休養を目的としたレスパイト入院を活用し、介護者が一時的に介護から離れ、

心身を休める機会の確保に努めていただいております。

介護者が介護することだけを求められるのではなく、介護者自身の人生や

生活、健康を大切にできるよう支援を行っているところです。

Ｑ 老々介護の介護者のケアについて
今後、超高齢社会が進む中、要介護者が増えると同時に、介護する方も高

齢化し、老々介護の事態は避けられない状況において、「要介護者介護者」の

ケアも必要ではないかと思うが、どのように考えているか問う。
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Ａ．黒川健康福祉部長

健幸と介護、福祉全般につきましては、福祉の各分野における上位計画で

ある第5期草津市地域福祉計画が令和８年度からスタートし、「人と人とのつ

ながりで笑顔が輝くまち ～いつまでも健幸で地域力のあるまち草津をめざし

て～」を計画の基本理念としております。

また、高齢化の進展により、今後、要支援・要介護認定者や認知症高齢者

などが増加することが想定され、高齢者支援は増々重要になってくるものと

認識しておりますが、高齢者のみならず、全ての福祉分野において、市社会

福祉協議会を初めとした関係機関等と連携を更に強化する必要があると考え

ており、福祉のまちづくり計画である地域福祉計画および各個別計画を推し

進め、健幸と介護、そして福祉全般の施策の展開を図ってまいります。

Ａ．橋川市長

ただ今、質問にあった新聞に掲載された市民の皆さんの取り組みは、大変

ありがたく頼もしいし、地域力を発揮していただいているなと感じていると

ころです。

具体的には、「ピカッと草津」ということで介護事業者が駐車場対策で困っ

ている地域の中で、お互いにそういった場所を見つけ出して、対応してこら

れているその広がりが、今６学区でございますけれども、さらに地域全体に

も広がっていくことを期待もしておりますし、市としてもそういった活動を

普及に向けて取組を進めることが大切であるなと思っているところでござい

ます。

横江議員の発言
ただ今頂いた市長のお言葉が、今後、今現在も取り組んでおられる方

を初め、これから取り組もうとされる方に、なお一層頑張っていただ

けるものと思う。

「ピカッと草津」の取り組みは大変重要であり、これからも市として、

市社協と強く連携をして、皆さま方に呼びかけていただきたいと思う。

Ｑ 健幸と介護、福祉全般について
健幸と介護は切り離して考えられないことから、市社会福祉協議会との連

携強化により、健幸都市、そして社会福祉全体の発展に尽くしていただきた

いと思う。この点に関して市の見解を問う。

Ｑ 「ピカッと草津」の市民の取組に関する市長の見解に

ついて
最後に、今回、新聞に大きく取り上げられた「ピカッと草津」の市民の取

組みに対する橋川市長の見解を伺いたい。
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◆令和８年６月定例会一般質問から◆

公共施設の管理運営の仕組みの一つである指定管理制度は、2003(平成

15)年の地方自治法の改正により開始され、契約による契約業務委託とは

異なり、民間企業やNPOなどが自治体に代わり、公共施設の管理運営を施

設ごとに議会の議決を経て、指定管理者として指定されます。それ故、指

定管理者、運営に関しては私たち議会も一端の責任があると言えます。

この制度の導入の目的は、住民ニーズに効果的かつ効率的に対応し、住

民サービスおよび住民福祉の向上を図ることです。指定管理制度を適切に

運用する上で、モニタリング評価は不可欠です。

そこで、草津市ではどのようにモニタリングや評価をされているのか、

質問しました。

また、官民連携で PPP(Public Private Partnership パブリック・プラ
イベート・パートナーシップ)の方法で行政と民間が質の高い連携を実施

している「クリーンセンター」についての運営管理についても、市の職員

の技術継承の視点も含め、重点的に質問しました。

Ａ．角総合政策部理事

指定管理者については市内の児童遊園等一体的に管理する場合を1施設と捉

え、現在68施設に指定管理者制度を導入しており、指定管理者数としては、

同じ事業者が施設の複数の施設を管理している場合もあり、42社です。

Ａ．角総合政策部理事

モニタリングについては、指定管理者自身による自己評価に加え、指定管

理者から提出される事業評価書に基づき、担当課によるモニタリング評価を

毎年実施しております。

また、これらの取り組みに加え、指定期間が満了する前年度には、外部有

識者等で構成された「草津市指定管理者選定評価委員会」による外部評価を

実施しており、書類による評価だけでなく、施設の環境や設備の状態、施設

職員の利用者対応等、現地視察による評価も行い、必要に応じて是正勧告等

を行う仕組みを取り入れております。

Ｑ 現時点での指定管理者数について

Ｑ 指定管理者に対するモニタリングおよび評価について
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Ａ．角総合政策部理事

今後の指定管理者制度のあり方については、議員ご指摘の通り、経済性や

効率性のみならず、市民サービスの向上など、指定管理者制度の導入による

メリットを踏まえつつ、管理実態に合わせたよりよい管理運営の実現や民間

事業者等のノウハウを生かした施設機能の更なる向上が図れるよう、引き続

き適正なモニタリングや評価を行うことで、サービスの質および安定性の確

保に努めてまいります。

Ａ．角総合政策部理事

第三者評価については、大学教授等の有識者および公募委員にて構成する

「指定管理者選定評価委員会」において、文教・産業振興施設、社会福祉施

設といった施設の分野ごとに委員会を設置し、委員には施設の分野に特化し

た専門家を始め、労務関係法令や労働条件などの見識を有する弁護士にも就

任いただいており、施設の特性や実情に応じた適切な管理運営において、多

角的な視点から確認や評価をいただいているところです。

Ａ．太田環境経済部長

クリーンセンターの現況については、市民生活の根幹となる社会インフラ

として停止することができない重要な施設であることから、専門的な知識を

有する市職員を配置し、日常的な運転管理状況の確認、運転管理業者との定

期的なモニタリング会議の実施などを通じて、安全かつ安定的な運転に努め

ているところです。

現在におきましても、大きな問題もなく運転計画通り、安定的なゴミ処理

ができております。

Ｑ 今後の指定管理制度のあり方について

Ｑ 第三者評価について
例えば、東京都千代田区において、2006(平成18)年度から専門家による

モニタリングを実施されている。社会保険労務士による適正な労働環境の

確認を目的とするモニタリング、公認会計士による経済財務のモニタリン

グが行われ、基本的認識に立って、区民、利用者、専門家などの外部から

の視点を生かしているが、現在、市において第三者による評価の手法につ

いて、どのように評価するのか、問う。

Ｑ クリーンセンターの現況について
官民連携PPPの手続きの中に、指定管理者制度以外に包括民間委託があり、

現在はクリーンセンターが包括民間委託をしていると理解するが、現在の

状況について、安定した運転管理をされているか、問う、
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Ａ．太田環境経済部長

モニタリングおよび評価の方法については、運転管理業者から提出される

業務日報、月報等の各種報告書を技術的見地から確認を行っております。

また、定期的なモニタリング会議の場で業務履行状況の確認等を行うほか、

施設の定期整備時や不具合発生時など、必要に応じて職員が現場確認を行い、

運転管理業者への指導を行っております。

次に、モニタリングおよび評価の内容については、契約時に定めた要求水

準書で求めている事項について、適切に実施されているかどうか、運転にか

かわる基準値が守られているかどうかなどを確認しており、これらの内容と

市の指導への対応状況も含め、技術的な観点から総合的に評価を行っている

ところです。

Ａ．太田環境経済部長

クリーンセンターでは、法令の規制基準値よりさらに厳しい施設独自の自

主基準値を設定し、運転管理業者により運転管理を行っております。

例えば、クリーンセンターは各種排ガス連続測定器の数値が常時監視の測

定値を超えた場合には、自動制御により数値低下を図るような仕組みとなっ

ており、市としても執務室に設置をしております運転管理状況監視システム

により、状況を監視しております。

これらで改善が図られない場合は、作業員による薬品投入量の調整などに

よる手動介入を行うこととしており、実施前に運転管理業者から市へ連絡が

入り、市の確認・指導のもとで対応に当たることで、安全かつ安定的な施設

の運営に努め、運転管理業者と連携を図りながら安全を担保しているところ

です。

Ｑ クリーンセンターにおける運転管理業者との関係性と

安全担保について
現在のクリーンセンターは1977（昭和52）年に草津市清掃工場として設

置され、運転管理者と当時の市職員が連携しながらいろいろな課題に取り

組んで来られたと考えるし、現在においても市と運転管理者との連携によ

り問題なく運営されていることと思う。しかし、以前に比べ市と運転管理

業者との関わりが希薄となり、運転管理者任せになっているのでないかと、

心配するところだ。

そこで、何か問題が生じた時点で安全担保する方法について、改めて問う。

Ｑ クリーンセンターの評価について
現在の運転管理者へのモニタリングおよび評価について、どのように実

施し、独自の評価基準等により評価しているのか、また、どのような内容

観点で評価しているのか、問う。
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Ａ．太田環境経済部長

技術継承の現状については、運転管理業者を指導・監督する立場として、

クリーンセンターに機械、電気、化学の専門的な知識を有する市職員を配置

しており、日常的な運転管理状況の確認、運転管理業者との定期的なモニタ

リング会議などを通じて、技術的な知見を積み重ねるとともに、緊急事態へ

の対応能力および技術力の向上を図っているところです。

今後についても、安全かつ安定的なゴミ処理体制の構築を図るため、引き

続きこれらの取り組みを進めるとともに、技術継承が可能な組織体制の確保

や職員の技術力、判断力の向上に努めてまいります。

Ａ．太田環境経済部長

業者とのやり取りの中での技術継承のについては、月１回月報が出てきま

すので、それに基づいて定期的なモニタリング会議を業者と市の方で行って

おります。

突発的な事象について、こういう対応をしたが、これでよかったのか、そ

ういったところを指導監督するということもしておりますし、技術継承とい

うところからは、今のモニタリング会議や施設の定期的な点検の時とか、突

発的な事象が起こった場合に、熟練の職員と一緒に対応に当たるということ

で、こうした見地から状況を診ていくとか、どういった考え方で診ていくと

かを積み重ねることによって、技術の継承を図っているというところです。

答弁を受けての横江議員の発言

クリーンセンターについては市民の生活の中で、問題があった場合に

も止めるわけにはいかない所でありますので、十分そのあたりを技術継

承しながら、管理をしていただきたいと思います。

Ｑ 市の担当職員の技術の継承について
現在のクリーンセンターに問題が生じた場合、市の施設管理者としてそ

の状況を把握する必要があるが、市の担当職員がその現状把握の技術を十

分継承しているのか、そのための十分な技術の研修がどのような状況であり、

今後、どのように考えているのかを問う。

Ｑ 市の職員の技術継承が日頃の業者との関係の中でどの

ようにできているかについて
技術継承はできているとしても、日頃の業者との関わりの中で、今の現

状はどのようになっているのか等について、再度伺う。


